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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞ （２か月当たり、税抜き）

１ ３ mm

２ ０ mm

２ ５ mm

３ ０ mm

４ ０ mm

５ ０ mm

７ ５ mm

１ ０ ０ mm

基本料金
口 径

１０，０００円

２５，０００円

４６，０００円

超過料金

３，６００円

料金（１m3当たり）

６，６００円 ５０１m3以上 １７０円

高島市水道事業経営戦略　

事業の現況

　水道料金は、基本料金と超過料金で構成し、基本料金は口径別で、水道
メータの口径によって料金が異なります。
　 超過料金は従量制で、使用水量が増えるほど１㎥当たりの料金単価が段
階的に高くなる逓増制です。

１，４００円

２，３００円

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

44

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 40,751

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

　高島市

　水道事業

計 画 期 間 ：

52

～

管 路 延 長

0.49

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 28 年 12 月 20 日

水 源

別添１－1

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 46.1

施 設 数

策 定 日 ：

使用水量

１０m3まで

使用水量

１１～３０m3まで

３１～１００m3まで

１０１～２００m3まで

２０１～５００m3まで

基本料金

１，３００円

計 画 給 水 人 口 54,502

現 在 給 水 人 口 45,824法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分 　法適用（全部）

㎥／日

平 成 ２ ７ 年 ４ 月 １ 日

９０円

１００円

１３０円

１５０円

636
千ｍ

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



④ 組　織

都市整備部　－　上下水道課　　　

料金・会計チーム　５人　（うち水道　事務職２人）

（下水道チーム　４人）

（２）

　　　　　　　

施設の統廃合　－　武曽地区簡易水道を上水道に統合しました。　

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

　　年齢構成　　３０歳代　３人　４０歳代　４人　５０歳代　４人　　計１１名
　　　（会計年度任用職員除く。）

外部委託　      －　窓口受付業務、検針業務、賦課調定・収納等業務の外部委託を行い、
　　　　　　　　　　　　 職員数の削減や経費の縮減を図っています。

　　　　　　　　　　　　 中溝地区簡易水道、鹿ケ瀬地区簡易水道を黒谷地区簡易水道へ統合
　　　　　　　　　　　　 しました。

　　　　　　　　　　　　 宮前地区簡易水道、坊飲料水供給施設、柏飲料水供給施設を統合し、
                           新たに朽木東部地区簡易水道を整備しました。

　　　　　　　　　　　　 新旭西部地区簡易水道、新旭中部地区簡易水道、新旭東部地区簡易
                           水道を統合しました。

水道チーム　１３人
（事務職４人　技能員５人　会計年度任用職員４人）

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

これまでの主な経営健全化の取組

　 当市の水道施設は、施設利用率や有収率が類似団体平均値より低く、有形固定資産減価償却率
や管路経年化率は類似団体平均値より高くなっています。耐用年数を経過した施設の割合が年々
上昇していることから、これらの課題を解決するため、平成３０年度に第２次高島市水道事業基本計
画を策定しました。
　 この基本計画に基づく事業の推進にあたっては、必要となる資金の確保を行い、事業経営の安定
化を図りながら事業を実施していく必要があります。



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３） 料金収入の見通し

   水需要予測より試算をしたところ、事業経営の安定化を図りながら、第２次高島市水道事業基本計
画に基づく事業を実施していくには、令和５年度に料金改定（料金改定率１５％の増）が必要となりま
す。

水需要の予測

   国立社会保障・人口問題研究所の予測値を用いて本市の給水人口の予測を行ったところ、年々
減少する傾向となり、今後の増加は見込めない状況にあります。

　　（国立社会保障・人口問題研究所の予測値を基に区域内人口を算定し、普及率を乗じて
 算出しています。）

給水人口の予測

   国立社会保障・人口問題研究所の予測値を用いた給水人口予測および工場用等の過去使用実
績に地域の実情を勘案し推計したところ、給水人口の減少等により今後の大幅な増加は見込めない
状況にあります。
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（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　
　安全、強靭、持続　の３つを基本方針とします。

　　　　安全（安全な水の供給）　　　　 　　　　　   水量が不安定な水源の対策や浄水機能の強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  を行い、安全性をより高めます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    原水および浄水の水質管理体制を強化します。
　
　　　　強靭（災害に強い強靭な水道の構築）　　 基幹施設の耐震化や老朽管路の更新を進めま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 近隣事業体との相互協力体制の充実を図ります。
 

　　　　持続（安定的な事業経営）　　　　　　　     浄水場や配水池等の合理的な施設配置（効率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的な水運用）を行います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 効率的な事業経営や経営基盤の強化による収
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支バランスのとれた健全な経営の維持を目指し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ます。

目 標

　
　　・安全な水の供給を行います。
　　・災害に強い強靭な水道を構築します。
　　・合理的な施設配置を行います。

　　第２次高島市水道事業基本計画に基づく事業を実施していきます。

　　　　安全な水の供給         　　　水量が不安定な水源の対策や浄水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 機能の強化
                                               （設備の整備や施設の統廃合事業）　　      １，６５６，２００千円

　　　　災害に強い強靭な水道　　  管路や施設の更新・耐震化事業　　　　　　　１，４０９，１００千円
　　　　の構築

　　　　合理的な施設配置　　　　　  効率的な水運用のための施設統廃
                                                合事業　　                                            ２，３２９，７００千円

   技能員の高齢化が進み、熟練した職員の退職による技術の継承が課題となってきています。長期
的な視点から人材の育成、技術の継承が図れる組織づくりが必要となっています。

組織の見通し

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

　　官民連携について調査・検討を行います。

―

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標

 
　　・投資計画に必要となる財源の確保を行います。
　　・事業経営の安定化を図ります。

②　収支計画のうち財源についての説明

　　・料金収入は、経営の安定化を図りながら投資に必要となる資金を確保するため、料金改定
　　　（令和５年度に改定率１５％の増）を見込みました。
　　・企業債は、企業債残高が平成２９年度末残高（３，７３２百万円）と大きな乖離が生じないよ
　　　うに借入額を設定しました。
　　・繰入金は、総務省通知「地方公営企業繰出金について」に基づく基準内繰入金を計上し
　　　ました。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

―

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

―

そ の 他 の 取 組 ―

　　　 滋賀県主催の「滋賀県水道事業の広域連携に関する協
　　議会」に参加し、検討を行います。

広 域 化

民間の資金・ ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　　投資以外の経費については、固定的な経費が大半を占めています。
　
　　　　・委託料に関する事項　　　　　　過去３ケ年の実績を基に見込んだ数値を計上しています。
　　　　・修繕費に関する事項　　　　　　過去３ケ年の実績を基に見込んだ数値を計上しています。
　　　　・動力費に関する事項　　　　　　過去３ケ年の実績を基に見込んだ数値を計上しています。
　　　　・職員給与費に関する事項　　　過去３ケ年の実績を基に見込んだ数値を計上しています。
　　　　・その他　　　　　　　　　　　　　　　これまでに取り組んでいる経費削減（単価契約や他事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下水道事業）との一括発注による外部委託（包括的民
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間委託））は継続して実施するものとしています。



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　 概ね５年ごとに見直しを行います。
　 なお、事業の進捗状況や経営状況等の確認を毎年度行い、必要に
応じて見直しを実施します。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

―

―

　　　 持続可能な事業経営を行うため、社会情勢や環境の変化等
　　について注視し、定期的に料金適正化の検討を行います。

　　　 使用見込みのない遊休資産が生じた場合には、貸付や
　　売却の検討を行います。

そ の 他 の 取 組 ―

企 業 債

繰 入 金



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

全体総括

　当市は、４４の水道施設が広範囲に点在していま
す。地理的にも大規模な統合は難しく老朽化も進ん
でいます。また、人口減少等により今後の大幅な有
収水量の増加は見込めない状況です。このような状
況ではありますが、今後も安全で良質な水道を安定
的に供給していくためには、持続かつ強靭な水道シ
ステムを構築し、健全な事業経営を図る必要があり
ます。
　このことから、施設の耐震化や水需要の減少をふ
まえた統廃合等を行うため、第２次高島市水道事業
基本計画を平成３０年度に策定しました。計画に基
づく事業の実施と適正な料金への改定に取り組む必
要があります。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率は、配水管洗管業務等の営業費用の
減少により前年度を上回った。
③流動比率は、第２次高島市水道事業基本計画に基
づく事業の実施により建設改良事業が増加し流動負
債（未払金）が増加したことにより前年度を下回っ
た。
④企業債残高対給水収益比率は、類似団体と比べて
高い数値で推移していることから、企業債への依存
度が高い傾向にある。
⑤料金回収率は、営業費用の減少により前年度を上
回った。
⑥給水原価は、平均値より低く推移しており、類似
団体より安価な経費で運営している。営業費用の減
少により前年度を下回った。
⑦施設利用率は、概ね５０％弱で推移しており、施
設数が多いため、個々の余力分の積み重ねも影響し
ているが、全体的な給水量の減少傾向が大きな要因
である。
⑧有収率は平均値より低く、管路の老朽化による漏
水が影響している。

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率は、類似団体平均を上回
り、年々増加傾向にあることから、資産の老朽化が
進行している。
②管路経年化率は、類似団体平均よりも高く、増加
傾向にあることから、更新時期を迎えた管路が今後
も増加していくことが懸念される。
一方で③管路更新率は、類似団体平均より低位で推
移しており、管路の更新は進んでいない。

2. 老朽化の状況

－

- 69.84 95.59 2,255 45,824 104.80 437.25 【】

693.05 69.55 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置 48,203

経営比較分析表（令和元年度決算）
滋賀県　高島市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.36 0.27 0.24 0.03 0.00

平均値 0.56 0.61 0.51 0.58 0.54

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 113.77 111.57 105.47 100.19 105.26

平均値 109.64 110.95 110.68 110.66 109.01

40.00

42.00

44.00

46.00

48.00

50.00

52.00

54.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 45.14 47.15 48.39 50.86 53.31

平均値 45.75 46.90 47.28 47.66 48.17

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 25.82 26.29 28.85 29.22 29.55

平均値 10.54 12.03 12.19 15.10 17.12

①経常収支比率(％)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 3.62 3.91 3.56 2.74 3.70

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 228.12 252.23 261.60 334.28 293.39

平均値 371.31 377.63 357.34 366.03 365.18

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 577.17 559.22 563.86 517.03 537.21

平均値 373.09 364.71 373.69 370.12 371.65

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 113.14 109.67 101.13 93.46 100.36

平均値 99.99 100.65 99.87 100.42 98.77

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 106.11 113.48 119.76 137.90 124.22

平均値 171.15 170.19 171.81 171.67 173.67

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 46.62 46.25 46.88 45.89 46.15

平均値 58.53 59.01 60.03 59.74 59.67

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 78.49 79.43 78.37 76.21 74.49

平均値 85.26 85.37 84.81 84.80 84.60

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.01】 【1.08】 【264.97】 【266.61】

【89.80】【60.00】【168.38】【103.24】

【49.59】 【19.44】 【0.68】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 646,234 608,699 636,473 651,205 740,089 732,149 724,069 716,129 708,189 700,110 692,235 684,253
(1) 639,207 601,687 629,365 644,252 733,136 725,196 717,116 709,176 701,236 693,157 685,282 677,300
(2) (B)
(3) 7,027 7,012 7,108 6,953 6,953 6,953 6,953 6,953 6,953 6,953 6,953 6,953

２． 417,164 464,026 395,090 387,770 382,237 376,450 357,513 340,399 321,300 293,123 280,587 260,667
(1) 23,271 52,497 19,826 18,020 16,326 14,760 13,255 11,618 10,479 9,275 7,984 6,934

23,271 52,497 19,826 18,020 16,326 14,760 13,255 11,618 10,479 9,275 7,984 6,934

(2) 373,367 367,945 363,125 352,317 348,478 344,257 326,825 311,348 293,388 266,415 255,170 236,300
(3) 20,526 43,584 12,139 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433 17,433

(C) 1,063,398 1,072,725 1,031,563 1,038,975 1,122,326 1,108,599 1,081,582 1,056,528 1,029,489 993,233 972,822 944,920
１． 953,540 931,086 975,230 926,669 926,860 930,149 914,623 899,659 877,889 846,956 839,740 821,283
(1) 67,439 73,600 77,212 78,000 78,000 78,000 78,000 78,000 78,000 78,000 78,000 78,000

37,192 40,800 42,262 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000

30,247 32,800 34,950 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000
(2) 322,295 307,905 341,733 300,693 300,296 299,901 299,495 299,104 298,717 298,317 297,800 297,283

63,286 61,000 69,150 64,100 63,410 62,720 62,020 61,330 60,640 59,940 59,120 58,300
46,476 63,446 80,800 56,000 56,000 56,000 56,000 56,000 56,000 56,000 56,000 56,000
17,297 17,394 19,350 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000

195,236 166,065 172,433 162,593 162,886 163,181 163,475 163,774 164,077 164,377 164,680 164,983
(3) 563,806 549,581 556,285 547,976 548,564 552,248 537,128 522,555 501,172 470,639 463,940 446,000

２． 56,725 55,076 51,908 48,247 45,335 43,323 41,724 39,822 37,623 36,223 34,505 33,205
(1) 56,646 55,076 51,907 48,247 45,335 43,323 41,724 39,822 37,623 36,223 34,505 33,205
(2) 79 1

(D) 1,010,265 986,162 1,027,138 974,916 972,195 973,472 956,347 939,481 915,512 883,179 874,245 854,488
(E) 53,133 86,563 4,425 64,059 150,131 135,127 125,235 117,047 113,977 110,054 98,577 90,432
(F) 145 5 1
(G) 939 687 2,744 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
(H) △ 794 △ 682 △ 2,743 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000

52,339 85,881 1,682 63,059 149,131 134,127 124,235 116,047 112,977 109,054 97,577 89,432
(I)
(J) 1,269,027 1,388,787 925,075 759,203 794,151 809,727 841,017 893,077 883,786 832,254 839,555 837,272

192,269 232,402 59,370 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000
(K) 432,540 664,991 339,338 427,491 425,161 428,171 433,325 434,711 432,203 443,028 415,631 414,971

238,093 246,255 248,065 233,491 231,161 234,171 239,325 240,711 238,203 249,028 241,631 240,971

161,923 388,965 61,502 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000 162,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 646,234 608,699 636,473 651,205 740,089 732,149 724,069 716,129 708,189 700,110 692,235 684,253

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

令和４年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 210,000 262,000 126,800 200,000 330,800 354,900 292,900 214,500 319,000 388,100 240,000 240,000

２． 107,954 104,897 104,386 101,610 93,904 90,740 87,845 84,262 79,911 74,985 74,346 64,580

３．

４． 1,635 1,518 1,454 1,454 1,454 1,454 1,454 1,454 1,454 1,454 1,454

５．

６．

７．

８． 470 262 300 482 482 482 482 482 482 482 482 482

９． 27,153 3,476

(A) 320,059 395,830 234,962 303,546 426,640 447,576 382,681 300,698 400,847 465,021 316,282 306,516

(B)

(C) 320,059 395,830 234,962 303,546 426,640 447,576 382,681 300,698 400,847 465,021 316,282 306,516

１． 281,486 523,540 304,241 500,470 533,610 572,550 472,450 346,060 514,580 626,020 400,000 400,000

12,986 13,000 13,574 13,500 13,500 13,500 13,500 13,500 13,500 13,500 13,500 13,500

２． 242,456 238,093 246,255 248,065 233,491 231,161 234,171 239,325 240,711 238,203 249,028 241,631

３． 19,507 19,507 19,508 19,507 19,508 19,507 19,508 19,507 19,508 19,508

４．

５．

(D) 543,449 781,140 570,004 768,042 786,609 823,218 726,129 604,892 774,799 883,731 649,028 641,631

(E) 223,390 385,310 335,042 464,496 359,969 375,642 343,448 304,194 373,952 418,710 332,746 335,115

１． 199,527 341,610 308,730 421,296 313,769 326,042 302,748 274,694 329,552 364,310 298,546 300,915

２．

３．

４． 23,863 43,700 26,312 43,200 46,200 49,600 40,700 29,500 44,400 54,400 34,200 34,200

(F) 223,390 385,310 335,042 464,496 359,969 375,642 343,448 304,194 373,952 418,710 332,746 335,115

(G) 175,568 156,061 136,553 117,046 97,538 78,031 58,523 39,016 19,508

(H) 3,433,908 3,457,815 3,338,360 3,290,295 3,387,604 3,511,343 3,570,072 3,545,247 3,623,536 3,773,433 3,764,405 3,762,774

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

29,403 58,659 26,097 24,107 22,413 20,847 19,342 17,705 16,566 15,362 14,071 13,021

29,015 27,453 26,097 24,107 22,413 20,847 19,342 17,705 16,566 15,362 14,071 13,021

388 31,206

109,589 106,415 104,386 103,064 95,358 92,194 89,299 85,716 81,365 76,439 75,800 66,034

91,143 90,949 104,386 103,064 95,358 92,194 89,299 85,716 81,365 76,439 75,800 66,034

18,446 15,466

138,992 165,074 130,483 127,171 117,771 113,041 108,641 103,421 97,931 91,801 89,871 79,055

令和１２年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

計

そ の 他

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１１年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和１２年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和４年度本年度


